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午前９時59分開会

会議に付した案件

○概要説明

商工観光労働部、総合施策部

１．産業人財の育成・確保について

２．外国人材の状況等について

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．調査活動方針・計画について

３．県内調査について

４．次回委員会について

５．その他

出席委員（11人）

委 員 長 田 口 雄 二

副 委 員 長 窪 薗 辰 也

委 員 坂 口 博 美

委 員 井 本 英 雄

委 員 山 下 博 三

委 員 日 高 博 之

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 日 髙 陽 一

委 員 坂 本 康 郎

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 図 師 博 規

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 横 山 浩 文

商工観光労働部次長 丸 山 裕太郎

観光経済交流局長 横 山 直 樹

雇用労働政策課長 兒 玉 洋 一

オールみやざき 吉 田 秀 樹
営 業 課 長

総合政策部

総合政策部次長 内 野 浩一郎
（政策推進担当）

産 業 政 策 課 長 甲 斐 慎一郎

生 活 ・ 協 働 ・ 山 崎 博 信
男 女 参 画 課 長

事務局職員出席者

政策調査課主事 髙 山 紘 行

政策調査課主任主事 田 中 孝 樹

○田口委員長 皆さん、おはようございます。

それでは、ただいまから働き方改革・産業人

材確保対策特別委員会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてであります。

席順については、現在御着席のとおりと決定

してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程（案）を御覧くださ

い。

本日は、委員会設置後、初の委員会でありま

すので、総合政策部及び商工観光労働部から、

当委員会の設置目的に関する事項として、産業

人材の育成・確保について及び外国人材の状況

等について説明をいただきます。

その後に調査事項及び調査活動方針・計画に

ついて御協議いただきたいと思いますが、この

ように取り進めてよろしいでしょうか。

令和３年５月17日（月曜日）
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○田口委員長 委員会を再開いたします。

本日は、総合政策部及び商工観光労働部にお

いでいただきました。

初めに、一言御挨拶を申し上げます。

私は、この特別委員会の委員長になりました

延岡市選出の田口雄二でございます。私ども11

名がさきの臨時会で委員として選任され、今後

１年間調査活動を実施していくことになります。

特別委員会ですので１年間でございますが、

調査項目が大変多くございます。創意工夫をし

ながら実り多い委員会にしてまいりたい、その

ように思っておりますので、どうぞよろしくお

願い申し上げます。

次に、委員を紹介いたします。

最初に、私の隣が小林市・西諸県郡選出の窪

薗辰也副委員長です。

続きまして、皆様から見て左側、児湯郡選出

の坂口博美委員です。

都城市選出の山下博三委員です。

日向市選出の日高博之委員です。

宮崎市選出の野﨑幸士委員です。

宮崎市選出の日髙陽一委員です。

次に、右側を見ていただきたいと思います。

延岡市選出の井本英雄委員です。

宮崎市選出の坂本康郎委員です。

宮崎市選出の前屋敷恵美委員です。

児湯郡選出の図師博規委員です。

以上、委員の紹介を終わります。

執行部の皆さんの紹介につきましては、お手

元に配付の出席者配席表に代えさせていただき

たいと存じます。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○横山商工観光労働部長 商工観光労働部長の

横山でございます。どうぞよろしくお願いいた

します。

本日は、総合政策部と私ども商工観光労働部

が出席させていただいております。

人口減少が進む中、将来にわたっていかに働

き手を確保していくのか、人材を確保していく

のかということは、本県にとりまして非常に大

きな課題となっております。

また、若い世代が地元に根づき、産業の支え

手になってもらうためには、単に働くというこ

とだけではなくて、仕事と生活を両立できる社

会を築いていく必要がございます。私どもとし

ましても、委員の皆様方の御指導を頂きながら、

この大きな課題につきまして、本委員会を通じ

まして検討を深めてまいりたいと考えておりま

すので、どうぞよろしくお願いをいたします。

本日は、資料の表紙の目次にございますとお

り、総合政策部から産業人財の育成・確保につ

いて、私ども商工観光労働部から外国人材の状

況等について御説明をさせていただきます。ど

うぞよろしくお願いいたします。

○甲斐産業政策課長 それでは、資料に基づい

て御説明をさせていただきます。

特別委員会資料の１ページをお開きください。

産業人財の育成・確保に関する取組の概要を御

説明いたします。

まず、１の現状といたしまして、（１）本格的

な少子高齢・人口減少時代の到来によりまして、

グラフにありますとおり15歳以上64歳までの、

令和３年５月17日（月曜日）
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いわゆる生産年齢人口は、2020年の57万4,000人

が、20年後の2040年には43万3,000人と大きく減

少すると予想されております。

また、（２）県内事業者の人手不足の状況につ

きましては、県内企業からのアンケートに基づ

いた雇用者数のＤＩの状況をお示ししておりま

す。

この数字は、雇用の状況につきまして「過剰」

と回答した割合から「不足」と回答した割合を

差し引いた値で、景気動向を判断する指標の一

つであります。新型コロナウイルスの感染拡大

の影響による厳しい経済状況の中、また表にあ

りますとおり産業分野ごとに傾向や程度の違い

はございますけれども、全体といたしましては

人手不足の状況が続いておりまして、本県にお

いて地域や産業を担う人材を育成・確保するこ

とが極めて重要な課題であると考えております。

２ページを御覧ください。

２の取組でありますけれども、（１）にありま

すとおり、平成28年４月に、各産業団体や大学、

金融機関、労働団体といった県内の産学金労官

の13機関で「みやざき産業人財育成プラットフォ

ーム」を設立いたしました。

また、昨年度には事務局を県から宮崎大学へ

移管し、大学が有する知的資源と、幅広いネッ

トワークを生かした人材育成を図ることといた

しました。

昨年、県内企業に早速、ヒアリングを行いま

して、そのニーズを踏まえた上で、人材育成プ

ログラムである「ひなたＭＢＡ」の体系を見直

ししましたほか、学生が宮崎で働くことをより

具体的にイメージできるように、県内定着の効

果を高めるためのインターンシッププログラム

の充実等に取り組んだところであります。

また、（２）にありますように、若者の就職支

援機関であります「ヤングＪＯＢサポートみや

ざき」に加えまして、新たに「みやざき女性・

高齢者就業支援センター」や「みやざき外国人

サポートセンター」を設置し、多様な人材確保

のための体制強化に取り組んできているところ

でございます。

次に、（３）関係機関の連携による施策展開と

しまして、①若者の県内定着につきましては、

県内高校生やその保護者に対しての合同企業説

明会等の開催や、県外の学生や社会人、大学に

対して県内就職の働きかけ等を行うコーディネ

ーターの設置などに取り組んでまいりました。

②の多様な人材の確保につきましては、女性

の能力が十分に発揮されるためのキャリアアッ

プ等の支援や、外国人留学生等の就職・採用支

援などを実施しております。

③の人材育成、県内事業者の魅力向上につき

ましては、各業者共通のビジネススキルを習得

できる「ひなたＭＢＡ」の実施や、農林水産業、

建設業、介護等各分野での人材の育成・確保な

どに取り組んでいるところであります。

このように様々な取組を展開しているところ

ではありますけれども、今後さらに３の課題に

挙げたことについて、一層の対応が必要である

と考えております。

１点目といたしまして、新型コロナウイルス

の感染拡大によるデジタル化の加速や、多様化

する働き方など、取り巻く環境の変化を踏まえ

た人材の育成・確保が重要であると考えており

ます。

また、２点目といたしまして、若者や女性、

高齢者、さらには外国人など多様な人材が県内

で育成され、また、県内に定着するための取組

を強化する必要がございます。

３点目といたしまして、これら多様な人材か
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ら、ぜひ宮崎で働きたいと積極的に選択される

よう、県内企業や産業の働く場としての魅力の

向上にこれまで以上に取り組んでいくことが重

要であると考えております。

産業人財の育成・確保につきましては、これ

ら多くの課題について、一つ一つ丁寧に対応し

ながら、様々な関係機関が一体となり、将来を

見据えた施策を積み上げていくことが重要と考

えているところでございます。

説明は以上であります。

○兒玉雇用労働政策課長 それでは、私から外

国人材の状況等につきまして御説明いたします。

資料の３ページをお開きください。

まず、１、本県の外国人労働者の状況ですが、

外国人を雇用する事業所から宮崎労働局に届出

があった本県の外国人労働者数は、毎年増加し

ておりまして、令和２年10月末現在では5,519人

となっております。

これを平成28年10月末と比較いたしますと、

約2.1倍、2,917人の増加となっております。

上の表の在留資格別外国人労働者数の推移を

御覧ください。

本県の外国人労働者は、表の中ほどにありま

す技能実習が、令和２年では3,879人となってお

り、全体の約７割を占めております。

一番下の表の国籍別外国人労働者数の推移を

御覧ください。

令和２年10月末現在、外国人労働者の最も多

い国は、１番上のベトナムで2,420人となってお

り、外国人労働者総数の４割を超えております。

また、平成28年と比較しますと約3.7倍、1,758

人の増加となっております。

次いで、中国の866人、インドネシアの592人

の順となっております。

４ページを御覧ください。

上の産業別外国人労働者数の推移の表を御覧

ください。

産業別では、上から４番目の製造業が2,408人

と最も多く、次いで１番上の農業・林業の814人、

一段飛びまして建設業の513人の順になっており

ます。

なお、建設業は平成28年と比較しますと約7.4

倍、444人の大幅な増加となっております。

下の外国人雇用事業所数の推移の表を御覧く

ださい。

県内の外国人労働者を雇用する事業所数は令

和２年10月末現在、1,110か所となっており、平

成28年と比較しますと約1.9倍、517か所の増加

となっております。

次に、２、在留資格「特定技能」の創設です

が、出入国管理及び難民認定法の改正により、

人手不足が顕著な介護や建設等の14分野を対象

として、平成31年４月に新たな在留資格として

「特定技能」が創設されたところであります。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響がある

ものの、人手不足を背景に、今後も外国人労働

者の増加が見込まれるところであります。

５ページをお開きください。

「技能実習」及び「特定技能」の概要であり

ますが、上の在留資格「技能実習」を御覧くだ

さい。

技能実習は、我が国が、国際貢献のため、開

発途上国等の外国人を一定期間、最長５年間受

入れ、ＯＪＴを通じて技術を移転する制度であ

ります。

技能実習１号は在留期間が１年以内となって

おり、２号に移行するためには、職種が、移行

対象職種であり、技能検定基礎級等の学科試験

と実技試験に合格する必要があります。

次に、技能実習２号は在留期間が２年以内と
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なっており、３号への移行には、職種が３号の

移行対象職種であり、技能検定３級等の実技試

験に合格することが必要となります。

次に、技能実習３号は在留期間が２年以内と

なっております。

下の在留資格「特定技能」を御覧ください。

特定技能は、深刻な人手不足の状況に対応す

るため、一定の専門性・技能を有し、即戦力と

なる外国人を受け入れる制度であります。

ここで訂正でございますが、「深刻な人手不足」

と書いてあるところ「出る」という字になって

おりますけれども、字が人間の手の「手」でご

ざいます。大変失礼いたしました。おわびして

訂正いたします。

特定技能１号は、一番下に記載しております

①の介護から⑭の外食業までの14の特定産業分

野に属する、相当程度の知識または経験を必要

とする技能を要する業務に従事する外国人向け

の在留資格であり、在留期間は最長で５年とさ

れております。

令和２年12月末現在で、県内に76人の特定技

能１号の外国人が在留し、そのうち73人が技能

実習生からの移行となっております。

次に、特定技能２号は、現時点では、一番下

に記載しております特定産業分野の中で下線を

引いております⑥の建設と⑦の造船・舶用工業

の２分野に属する熟練した技能を要する業務に

従事する外国人向けの在留資格であり、在留期

間の更新に制限が設けられておらず、また、家

族の帯同も可能となっておりますが、令和２年12

月末現在、全国で１人もおりません。

６ページを御覧ください。

３、県の取組についてでありますが、（１）に

ありますように、外国人の受入れ制度や在留資

格に関する県内企業の理解を深めるため、令和

２年度に県内企業の担当者等を対象とする個別

相談会及びセミナーを開催したところでありま

す。

次に（２）にありますように、外国人留学生

等から寄せられる就職相談に対応するとともに、

外国人留学生等の受入れ企業の開拓や採用に関

する相談対応、受入れ企業と外国人留学生等の

マッチング支援を行っております。

次に（３）にありますように、外国人材の適

正かつ円滑な受入れ・共生には、住民に身近な

市町村の役割も重要でありますことから、県と

市町村が連携して施策を推進するため、平成31

年２月に「宮崎県外国人材受入れ・共生連絡協

議会」を設置したところであります。

次に、（４）の「みやざき外国人サポートセン

ター」の設置であります。

外国人が安心して暮らせる環境を整備するた

め、行政・生活全般の情報提供や相談対応を多

言語で一元的に行う「みやざき外国人サポート

センター」を、令和元年10月に設置し、外国人

住民が抱える様々な疑問や悩みに対して、国や

市町村、関係機関等と連携しながら相談対応を

行っております。

「みやざき外国人サポートセンター」の概要

についてでありますが、カリーノ宮崎地下１階

において、常勤の日本人相談員３人、特定言語

対応者である非常勤の生活相談員６名の体制に

より、外国人住民等からの相談について20言語

で対応しているほか、ホームページやＳＮＳに

よる生活・防災情報等の発信や、県内各地での

出張相談会などに取り組んでおります。

相談実績につきましては、令和２年度は333人

の相談者より341件の相談があり、相談者の半数

以上は、外国人を雇用している企業の方や友人

・知人など、日本人の方となっております。



- 6 -

令和３年５月17日（月曜日）

主な相談内容といたしましては、雇用労働や

日本語学習のほか、在留資格や医療、運転免許

など、生活上の様々な疑問や悩みも寄せられて

おり、幅広い相談をワンストップで受け付け、

適切な情報提供及び関係機関への取次ぎを行っ

ております。

最後に、７ページでございますが、参考資料

といたしまして、県内の市町村別外国人住民数

について、平成28年から令和２年までの５年間

の推移を掲載しております。令和２年は平成28

年と比較すると約1.6倍の7,699人となっており

ます。

説明は以上でございます。

○田口委員長 ありがとうございました。

執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、発言をお願

いいたします。

○日高博之委員 基本的な考え方を聞きたいと

思っております。

人手不足が今後も続いてくるということで、15

歳から64歳までの人口が2020年の57万人から、20

年後には43万人にまで減っていくというような

状況ということで、現時点から20年後先がかな

り厳しくなってくるのは、目に見えているとい

うところでございます。

このような状況の中であって、別個に新型コ

ロナウイルスの感染拡大がありました。アフタ

ーコロナを見据える中で、今のソーシャルディ

スタンスやマスクの着用が、今後、義務化され

ていく可能性もございます。また、「密を避けま

しょう」ということもそうですが、新型コロナ

ウイルスの感染拡大が収まったら、元の経済、

元の暮らしに戻れるのかというのは、本当に疑

問がある―現実的には厳しいのかなと思いま

す。

多分、商工観光労働部でオールみやざき営業

課が担当していますが、今後、外国人との交流

はどうするのか、他諸国との交流をどうするの

かという問題がある。

また、スポーツランドについても、今後、ス

ポーツキャンプが戻って、また何十万人も人を

集めて街が潤う、という状況が本当に戻ってく

るのかどうかは、本当に分からない世界だなと

思います。

ですから、新しく、アフターコロナに向けて

の発想の転換をしていかないと、いつまでもそ

のものに取りつかれていたら、次の一歩が踏み

出せないと思います。

これはおのずと、人材育成につながってくる

と私は思っています。どういう人材をつくって

いくのかという視点が、今後、商工観光労働部

に問われる部分ではないかと私は考えておりま

す。

これまでは、どんどん人口が増えて税収が上

がってくる中で、行政においては計画行政が成

り立ち、総合計画もどんどん実行できました。

総合計画の見直しの期間は、10年で本当にい

いのでしょうか。そのときの状況で、短期的な

総合計画も、しっかりとつくり上げていかなけ

ればなりません。

このような中で、宮崎県は内需というものを

どう生かしていくかということを、もう一回考

え直す必要があるのではないでしょうか。

発想の転換をして、縮んでいく経済や人材を、

新しい産業―ロボット化やデジタル化とかあ

りますね―にどう当てはめていくかという視

点が、まず、ないといけない。いつまでも皆さ

んが考えている人材育成の取組が―ひなたＭ

ＢＡとかすばらしいことだと思うんですけれど

―本当にいつまでも通用するのでしょうか。
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これはちょっと私には分かりませんが、そうい

う状況がございます。

このようなことを、商工観光労働部が頭の切

替えをして、しっかりと先を読み、新しい人材

を産業へどのように生かしていくのか。いずれ

は、実質的に経営者となる外国人も出てきたり

するとは思いますが、幾ら外国人雇用といって

も、それはずっと雇用し続けるようなものでは

ないと思います。

ということで、今後、普通が普通じゃなくな

るということを考え、政策を打ってもらいたい

のですが、その辺りをどのように考えるのか、

お伺いしたいと思います。

○横山商工観光労働部長 御指摘のとおり、人

口は間違いなく減っているということ、新型コ

ロナウイルスの感染拡大で様々な大きな変化が

出てくるということ、そういうことを踏まえた

上で、労働力をどうしていくのかを考えていか

なければなりません。

大きな話としての人口減や労働力減への対応

として、生産性を上げるため、デジタル化をしっ

かり進めていきます。例えば、今年度当初の予

算におきましても、そういう取組を行う企業に

対する支援のメニューをつくっており、特に新

型コロナウイルスの感染拡大でリモートワーク

をどんどん進めていく企業もいらっしゃいます。

一方で、元に戻る企業も結構います。

加えて、ワクチンの効果がどのくらいあるの

か、ソーシャルディスタンスであるとかマスク

着用であるとか、その辺りが今後、どのような

影響を及ぼしていくのかというところが、ちょっ

と読めないところもあります。手探りで今いろ

んなことを考えているというのが正直なところ

でございまして、しっかりいろんな情報を把握

して進めていきます。

人材をどうしていくのかというところにつき

ましては、確実に産業構造は変わっていって、

特にデジタルのほうに人の需要はどんどん膨ら

んでいく―当然消えていくところもあります

が、ＡＩも含めてそのような話になっておりま

す。そこにしっかり対応していくために、働く

方々のスキルもどんどん上げていく、というこ

とも必要になってまいります。

産業教育の中でやるのか、学校の教育の中で

やるのか、両方の視点が当然あると思いますが、

全庁的に、総合政策部がしっかり、今後のビジョ

ンでありますとか、総合計画の見直しを含めて

検討してまいります。そして、実行部隊である

我々商工観光部や教育が、そういうところとしっ

かり連携しながら、一生懸命知恵を出してやっ

ていきたいとは思っております。

非常に難しい課題ではありますけれども、しっ

かり頭に置いて、対応していきたいと考えてお

ります。

○日高博之委員 難しいですよ、正直。ただ、

宮崎県がどういう姿であるべきかという部分に

ついては、この10年間や2040年までの時期とい

うのは、非常に重要になるのかなという気がし

ています。それは、それぞれの産業構造で、ス

ピード感をもってやらなければならない部分と、

まだある程度は保っていける部分はあるなど、

それぞれ産業や職種によっては違ってくる。そ

の辺は、先取りをする必要はあると思っており

ます。

そこをしっかりと、見落とさないようにやっ

てほしいなと思っております。

情報政策課は総合政策部ですかね。何か、最

先端のＩＣＴについて新しい取組をしたところ

には、1,000万円プレゼントじゃなくて、補助す

るとかで、募集期間３週間とかで出てましたけ
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れども、こういった取組が３週間の募集期間で

できるわけがないと思います。私が見ると、ひ

もつきかと思います。何でああいうことになっ

たのかな。情報政策課がいないので言わないけ

れど、募集期間が３週間ですよ。どうやって事

業など申し込むんですかね。

○内野総合政策部次長 すみません、情報政策

課のことではないんですけれども、議員がおっ

しゃっていた、これからの宮崎県、特に2040年

など見据えて、もっと大きな視点でというとこ

ろで―先ほど横山部長も言われましたけれど

も、これから長期ビジョンの見直しに着手をい

たします。

その中で、本当に人口減少が加速化する状況

で、これからの宮崎の在り方がどうあるべきな

のか―それは人口減少とか社会減少とかあり

ますけれども、そういうものをひっくるめて、

人口減少をどう抑止していくのか。

また、地域の在り方ですね。中山間地域とか

地域社会において、例えばＡＩとか、デジタル

化とか、そういったものも考慮しながら、どの

ように暮らしの在り方が変わってくるのか。

それと、経済活動について、人が足りないと

いう前提の中、生産活動が縮小していきますが、

それをできるだけ避けていくために、どのよう

なことに取り組んでいくべきなのか。

こういったことを、これから長期ビジョンの

見直しの中で、各部ともよく連携しながら巻き

込んで、より大きな、今後どうあるべきなのか

というところを、よりよく踏まえて考えていき

たいと思っております。

すみません、答えにはなっていないと思いま

すけれども。

○日高博之委員 そういう形でやってほしいな

と思います。正直、私もどのようになるか全く

分かりませんよ。分からないで質問しているん

ですけれども。

しかし、行政ですから何かを見いだしていか

ないと。我々も議員ですから。

暮らしがこぢんまりしても、豊かに暮らして

いける宮崎県というのを、しっかりつくってい

かなければならない。

商工観光労働部も、ポテンシャルをもっと上

げてほしいですね、全体的に。総合政策部としっ

かりとやり合いながら、ぐらいの気持ちでない

と。ちゃんと、ポテンシャルを上げて、総合政

策部とぴしゃっとした議論、かみ合う議論をしっ

かりとして、頑張ってほしいなと思います。

以上です。

○井本委員 この問題は、恐らく宮崎県だけで

解決する問題ではないと思うんですね。非正規

雇用の割合が、大体今40％でしょう。それもコ

ストカットのために40％までなっているわけ。

恐らくそれでは足らないで、結局、外国人労働

者まで手を出して、もっとコストカットしよう

としているわけですよ。しかし、それでも日本

の経済は上向きにならない、ある意味デフレに

近いような状態ですよ。

これは一体何なのか、どうしたらこの状態を

脱却できるのか、私も分からないのだけれども、

どの辺に問題があると思いますか。

○甲斐産業政策課長 より難しい問題だと思っ

ております。

一つには、この厳しい状況の中でも、何か突

破口を見いだそうとしている企業、それから、

何とか突破していきつつある企業というのが出

てきていると、いろんな報道等で感じておりま

す。そういった企業の一つの特徴としまして、

社員をとても大事にしていると思います。社員

と一緒に、経営者１人でなく、社員みんなで知
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恵を出し合ってやっていくというようなことは

一つ、共通項としてあるのかなと感じていると

ころでございます。

強いリーダーシップで引っ張っていく企業と

いうのも、もちろん一つの在り方でございます

けれども、社員みんなでこの会社をどうしてい

くかということを考えていくような文化、そう

いったものをつくっていくことは、非常に大事

ではないかなと感じております。

うちのほうで、ひなたＭＢＡをはじめ、企業

とのいろんな成長に向けた取組をしております

けれども、その中でやはり規模の大小ではなく、

経営者の方のそういった意識が、非常に大事で

はないかなと感じているところでございます。

○井本委員 精神論的な話だろうけれど、それ

でそのとおりよくなる、日本が上向きに経済が

戻っていくのかなという……。

どこに問題があるのか、一遍、我々もしっか

り把握しないと。もっと安い労働を求めるが、

経済は全然上へ向かないという状況は、ずるず

ると泥沼の、悪いほうに悪いほうに行っている

んじゃないかという感じがしてしようがないん

ですよね。

それもあなたは、家族的な経営じゃないんだ

けれども、そういうみんなで頑張れるような企

業を育てるということを言うけれども、果たし

てそれで乗り切れるのかどうか、私はちょっと

その辺がどうなのかなと思う。

私の頭でできたら、もうほかの人が考えてい

るんだろうけれども。ほかの連中もそんなふう

なことは、もう既に考えておるんだろうけれど

も。これはもう、日本がどつぼに入ってしまっ

ているんですよ。

私は、これを何とか脱却する方法を考えない

といけないときが来ているのではないかと思う。

だから、宮崎県だけで収まる問題ではないとい

う気はするんですよね。

その前のページの、外国人の前の産業人材育

成・確保についてもそうだけれど、では、産業

人材育成・確保は、どうして必要だと思います

か。

○甲斐産業政策課長 人口が減少していく中で、

技術革新等で機械に置き換えたり、ロボットに

置き換えたりする部分が、ある程度出てくると

思います。一方で、現状として企業が、やっぱ

り人が足りないということをおっしゃっていま

すし、まだなかなか、技術革新では十分カバー

しきれない部分が、それぞれの産業に出ている

と思っております。

やはり、人は宝といいますけれども、各企業

・産業で次の世代を担っていく人をしっかり育

てながら、産業自体の今後の新しい転換を見つ

けていくという意味では、産業ごとに次世代に

なる人たちを、しっかり育成確保していくこと

は、重要であるかなと感じております。

○井本委員 論理の矛盾があるんじゃないか。

今、人が足らんと最初に言ったじゃないの。人

口減少で人が足りないというのと、あなたが今

言った、いわゆるリーダーシップを持つような

人間を育てるということは、違うよ。

はっきり言って、ベトナムとかああいうとこ

ろの人たちを採用しているのは、人が足りない

がためであって、あの辺の中から本当に産業を

育てるような人材が出てくるとは、私はとても

考えられない。

私は、産業を育てるような人間を育てるとい

う、そういうことを別口でやらんといけないの

ではないか。産業人材育成というのは、そうい

う趣旨じゃないのですか。

○甲斐産業政策課長 はい、もちろんそうでご
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ざいます。

産業人材の中には経営者層、管理者層、それ

から若手のリーダー層、それぞれあると思いま

す。それぞれに必要なスキル、ノウハウという

のがあると思いますので、育てる必要があると

思います。

○井本委員 なぜ人材が育っていないのか、と

いう問題がどこにあるのかということですよ。

あなたはどこに問題があると思いますか。

○甲斐産業政策課長 なかなか、一言で説明す

るのは難しく、いろんな面があるとは思ってお

ります。

ただ、今、国のいろんな経済会議の中でも、

両利きの経営ということを言われております。

一つの自分の分野を深く探求することだけでは

なく、その次の新しい自分たちのビジネスモデ

ルを探索していく。この両方が必要だというこ

とを、最近言われております。

これまでの自分たちの産業プラスそれを生か

した次の産業ということが、どちらかと言うと、

これまでは少し後手に回ってきたのかなという

ところは、世界の中の日本ということでも、広

く大きなイメージですけれども、そういった面

は少しあるのかなと感じています。

○井本委員 では、なぜそれが育ってこなかっ

たの。どこに問題があると思いますか。

○甲斐産業政策課長 いろんな要素があるかと

思いますが、一つは、工業化の時代が長くあり

ました。工業化の時代というのは、均一な商品

をしっかりつくっていくということで、学校教

育にしても産業人材にしても、一定の均質なも

のをつくるということが、重要視された部分が

あるかと思います。

これからはやはり、新しくチャレンジしてい

く、というようなところが、より重要になって

くる時代にはなってきたのかな、と感じている

ところでございます。

○井本委員 だから私の認識とあなたの認識は

同じですよ。そういう新しいものにチャレンジ

しよう、という発想がなぜ育たないのか、とい

うことをしっかり把握しなければ、解決になら

ない。

○横山商工観光労働部長 御指摘、本当に重い

なと思います。

一つには、外国人の方々をとかというお話と、

産業政策課長が言っている、いろいろリーダー

的な方々とか、まさに産業を引っ張っていくよ

うな方々の育成確保というところは、分けて考

えなきゃいけないというのは、もうおっしゃる

とおりだと思っております。

あと一つ、理想論かもしれませんけれども、

今、外国人の方々がいろいろお仕事をしていた

だいている分野において、コストをカットする

ために安い労働者として入れていくという考え

方では、これからなかなか宮崎に外国人の方々

に来ていただくというのは、難しい時代になっ

ていると思います。そういった方々にも、しっ

かりとした対価を支払っていくということを基

本にしながら、それでもやっていけるようなこ

とを、しっかりやっていかないといけないと思っ

ております。

あと、産業人材の育成というのが、なかなか

現状にマッチしていない部分があります。特に

やはりＩＴをはじめとしまして、そういうデジ

タル系のお仕事というのが、日本で稼げる大き

な分野になってきていて……

○井本委員 部長、分かった、同じことを言っ

ているわけだから。だから、分からないなら分

からないでいいんですよ。なぜ宮崎はこんなに

落ち込んでしまったか、私も分からないんだか
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ら。はっきり言って、ＧＡＦＡと言われよるも

のになぜ日本が負けたのか、なぜこれに付いて

いけなかったのか、何か問題はあるでしょう、

恐らく。

大量生産、大量消費の時代に、日本はがんが

んいったんですよ、確かに。しかし、こういう

個性のあるものをつくることはできない。全部

発注は後進国を使っている。ＧＡＦＡというの

は、自分たちで設計とかやって、中国とかベト

ナムなどにつくるのを全部持っていって、あと

販売するところをまた自分たちでやるというよ

うに、生産過程など真ん中を抜いてやるんです

よ。つくるのは全部向こうに発注してしまって。

そういう発想が我々日本人の中にはなかったん

ですよ、はっきり言って。

なぜそれができなかったのか、また今後はど

うなるのか。今までどおりでいくと、私も分か

らないけれども、やっぱりそういう発想ができ

るような人材を育てられたんじゃないかと、そ

ういう気がするんだけれどね。

○横山商工観光労働部長 私ども一生懸命勉強

しまして……

○井本委員 いいんですよ、分からないなら分

からないでいいから、ちょっと頑張りましょう。

○横山商工観光労働部長 必ず解決策、ホーム

ランが打てるのかというのはちょっと、今のと

ころ新型コロナウイルスの感染拡大がかなり厳

しいところございます。しっかり勉強しながら

対応していきたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。

○坂口委員 資料１ページの人材の育成・確保

について、見方を教えてください。これは人口

減少の見通しとして人口問題研究所の見通しを

そのまま載せておられるけれども、県の分析と

しては、僕はこんな同じような傾斜ではいかな

くて、傾斜角度がもっともっと急激に下方にき

つくなっていくと思うんです。これをベースに

やられていくことは問題だということを、前回

も僕は指摘したんです。出てくる答えは全く違

う、まず県としては人口減少を―一番近い将

来でもいいですよ、30年でも―どんな具合に

見ておられるんですか。

ここをしっかりしたものを根拠にしないと。

とにかく基礎資料というのは間違っていたら駄

目ですよ。少ない材料でもいいから、正しいも

のだけに立脚して計画を組んでいかないと、間

違うんです。ここのところはどんな、どれぐら

い確実性を持った見通しをまずベースにされて

いるのですか。

○甲斐産業政策課長 これはおっしゃるように、

国の統計のほうをベースにして出させていただ

いています。

県の長期計画の中では３つの推計の中で、よ

り厳しい場合と、改善した場合と、このままいっ

た場合ということで、出しております。おっしゃ

るように、実際にはなかなか厳しい数字が出て

きておりますので、今後また総合政策課とも一

緒に、その辺りの厳しいところを踏まえながら、

しっかり次の戦略を考えていきたいと考えてお

ります。

○坂口委員 ３つ出たら一番厳しいものをベー

スにしとけば修正が楽なんですよ。一番緩いも

のにしたら修正が不可能なんですよ。そこを間

違えちゃ駄目だということを言っているわけで

すね。

課長がさっき言われたのは、これからの人材

とかいろんなことを言われたけれど、新たな時

代に向けてのハッカー企業の育成、発掘とかあ

るいはハッカーパーソン―いい意味でのハッ

カーですね―の育成発掘などは確かに必要だ
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と思うけれど、これから厳しい中で今、井本委

員も指摘したように経済を賄えない。

結局消費を伸ばせないということは、ますま

す生産も落ちていくんですね。これをベースに

やっていったら、また狂っちゃったぞというこ

とになる。だからシビアにしてほしい。

それと、それでは県経済がもたないとなった

ときに、本当に高度化、合理化を入れたら、ロ

ボットなんて消費活動をやらないですよ。やっ

ぱり消費を拡大していくのは生きている人間で

すよ。

だから、ここにどれだけ就労できる、所得を

確保できて、生きていくために消費をするよう

な人間を、この中に幾ら、何人入れていくの

か。15歳から64歳では心もとない。では、それ

をオーバーした人たちは生涯現役でどう社会で

貢献していただくか、所得を得ていただいて消

費していただくかという政策も今後組んでいか

ないと、経済は上向かないものですよ。

それから、よく指摘されるように、企業の留

保金を吐き出させる。具体的には富の再配分で

すよ。たくさんもうけて、たくさん出して、そ

れをまた回転させるという考え方を基にやって

いかないと。そういった中で、宮崎県の企業の

魅力というものを高めていく。

金が全てじゃないけれども、生活がやっぱり

大切です。生活の基盤の一つとして、所得につ

ながる労働を提供しているわけで、そこを間違

えたら駄目だなと思うんですね。

時間が限られているからでしょうけれども、

それらをひとくくりに、外国人労働力による補

塡ということを言われたけれども。資料３ペー

ジに国別に列挙してありますが、どういった産

業にこの人らが就いているかを国別に見ると、

すごい特徴があるんですよね。それを見たとき

に、中国と農業はかなり先細りですよ。

フィリピンはホスピタリティーの観点から、

介護とか医療とかこの分野が多いですよ。国民

性から適していると。ところが、ここもどんど

ん発展していって、国内需要がどんどん高まっ

ていく、経済もアップしている。ことごとく、

ほかの国もそうですよ、ベトナムなんて急激に

まだ伸びていくと思うんですよ。

この辺りは日本人より緻密で器用な頭と腕を

持っていて、精密企業などのような分野に向く。

こういった人たちが将来本当に、日本に来てく

れるのか。この分野が欠けてしまうのではない

かというところまで分析しないと、ただトータ

ルの数字で何割ぐらいは確保できる、という考

えでは駄目です。

だから、基礎資料が少なくてもいいから、絶

対ぐらつかない資料に立脚して長期計画を、あ

るいは中期計画を組んでいかないと駄目だと思

うんです。今後の方針としては、どのような具

合に進めていこうとされているのですか。

○内野総合政策部次長 委員が言われるのを重

く受け止めております。

確かにこれから、2020年から20年後、30年後

もますます人口減少が加速化してまいります。

長期ビジョンでも、県の推計というのはちゃん

と記載をしております。

今後の長期計画の見直しの中では、本当にこ

れから宮崎県が、必要な労働力の供給と需要に

ついてどこにターゲットを当てて取り組んでい

くのか―要は稼げる産業といいますか、売り

の産業、フードビジネスだったりとありますけ

れども―を、どう見ていくのかというところ

が大切かと考えております。

その供給源の中では、高齢者だったり女性の

就業参加というのがあります。あとＡＩとかデ
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ジタル化によってどれだけ効率化が図られるの

か、生産性向上が図られるのかというところを

考えていかないといけません。

それ以外で、では外国人は何人必要なのか、

どの分野での外国人就労が必要になってくるの

か、というところをよく考えていかないといけ

ないと思います。その辺りは、可能な限り資料

のデータ整理とかをしていく必要があるかと

思っております。

○坂口委員 大きくはそこらの整理がいると思

うんですね。

そして、国別に見ていけば、向いているよう

な国民というものが見えてきます。早く何らか

の、将来に向けての積み上げをやっておくとい

うことが必要かな、というのが一つ。

それから、将来確実にこの人たちが増えると

いうことは考えられない。だんだん少なくなる

わけで、いかに宮崎のこの企業にという、そう

いう道を今からどう開けておくか。出してくれ

る側と受入れる宮崎との関係、友好的な関係を

構築するというのが一つと。

そういったものの、一つの必要な作業をして

いるのが、この外国人サポートセンターあたり

で。相談件数をかなり受けておられました。三

百三十、四十件。この中で、相談を受けて、相

談者が納得、あるいは満足できるような相談内

容と言ったら、どういったものがあるんですか。

大まかにでいいんですけれど、解決できている

のか、できていないのか。

○吉田オールみやざき営業課長 外国人サポー

トセンターの相談状況ですけれども、相談内容

として多いものとしましては、日本語学習の問

題、あと運転免許証、医療関係というようなと

ころが非常に多くなっております。

日本語学習に関しましては、県のほうで日本

語学習について取り組んでおりまして、具体的

には日本語講座を行っております。

また、宮崎県国際交流協会に日本語教育の総

括コーディネーターを、県内４地域に日本語教

育を担当するコーディネーターさんを置いてお

ります。例えば、地域の方々と交流しながら日

本語を学んでいくとか、そのような取組も行っ

ております。

医療関係につきましては、多言語コールセン

ター等々を利用しまして、なるべく少数言語で

あっても対応できるようなことをさせていただ

いております。例えば、ここで対応できないも

のは関係機関等におつなぎはしておりますけれ

ども、まだ十分に翻訳等できていないというよ

うなところもあります。また、防災関係につき

ましては、プッシュ型といいますか、例えば避

難情報とかを市町村のほうから適宜流すように

していかねばならないと思っております。その

ようなことについても、今後しっかりと取り組

んでまいりたいと思っております。

以上です。

○坂口委員 このようなものが整備されている

中での相談でしょうから、知らなかったとか、

まだ十分対応できないとかいうものがあるかな

と思って。

だから、フィードバックをしていくことや、

相談それぞれの責任元というか役割を担ってい

るところの明確化など、それらは常に条件を整

えていかないといけない。今後の課題として、

やられているから大丈夫だということでは、

ちょっと駄目かなと思うんですね。

もう一ついいですかね。そういったもろもろ

を入れて、今後の働き方が大いに変わりますよ。

代表的なものとしてはテレワークや在宅勤務に、

ある程度移行していくような中で、週に55時間
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以上働くようになったと、昨日ＩＬＯが公表し

ていました。その原因というのは、明らかに働

き方改革―いわゆる在宅勤務ですね―それ

によって、かなり労働時間が延びた。55時間以

上働くことによって、ＩＬＯの数字ですが、過

労死が１年間で※74万5,000人出ている。これは

過去に比べて、圧倒的に大きい数字です。虚血

性心疾患の人たちも９％増えている。これは35

時間から44時間働いていた時代に比べると、物

すごく劣悪になってきていますよね。

在宅勤務になると仕事と家庭、公と私との区

別がつかなくなるということで、かなり長期に

わたる労働時間とか、いろんな弊害が出ている

と思うんです。これらのこういう現象が問題視

されているんだから、特に外国あたりから宮崎

のそういった労働環境を気に入ってもらう、評

価してもらうためには、これらも計画の中に入っ

てなければ駄目だと思うんです。

こういった状況というのを、このまま自然の

流れで、「在宅勤務がいいんだ」あるいは「テレ

ワークとかウェブ会議がいいんだ」といったと

きに、人を一人も取り残さない、孤立させない。

やっぱり顔を見て相手を判断しながらでないと、

本当の意味でのコミュニケーションが図れませ

ん。電話とかテレビじゃ、コミュニケーション

が図れないです。

特に我々日本は外国と違う―これは笑われ

るかも分かりませんが―肌を持っているんで

す。皮膚やスキンじゃなくて肌。

「肌で感じる」、「肌が合う」、「肌が合わない」、

というふうに言いますが、日本人というこの民

族にとっては、相手を見て相手と対峙すること

が、物すごく大切だと僕は思うんです。

そこらをどうカバーしていくか。これが早速、

働き方改革に伴ってのいい職場づくり、環境づ

くりだと思うんです。ちょっと余りにも突拍子

もないことを言っているかも分かりませんが、

僕は、日本人はなぜ肌という言葉を日本語に持っ

ているのかな、よそはスキンなのに、と思いま

す。スキンに対して肌ですよね、日本は。そこ

らというのは、ちょっと独特の、すごくナイー

ブな人種だからではないかなと思います。

だから、今回のＩＬＯの報告というものは、

僕は重大に受け止めてほしいと思うんです。こ

のことについて、部長どうですか。

○横山商工観光労働部長 ＩＬＯの話を今初め

てお聞きしまして、なるほどなと感じていたと

ころであります。

在宅勤務については、いろんな雑誌、いろん

な経済誌とかありますけれども、新型コロナウ

イルスの感染拡大の中で、いろんな企業で急激

にわっと拡大していって、その中にいろんな問

題、今御指摘があったような問題が、企業によっ

ては顕在化しています。また、元に戻って出社、

というふうに変わっていっているというお話も、

いろんなところで見ております。難しいなと思っ

ているのが、今の正直なところであります。

委員がおっしゃったように、肌という感覚と

いうのは、これまたなるほどなと感心しました。

新型コロナウイルスの感染拡大なんですけれ

ども、そもそも企業たちが自分たちの仕事の進

め方、それから社員さんの教育なり、人間関係

なりというところはしっかりしないと、会社の

業績にはつながっていかないというのも十分分

かった上で、いろんなやり方を今模索されてい

る状況なのかな、と思っております。

そういうところもしっかりいろいろお聞きし

ながら、行政として何をすべきなのかをしっか

り考えていかなきゃいけないなというのが、今

※19ページに訂正発言あり
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正直なところでございます。具体的に何をして

いいのか、ちょっと分からないというのが正直

なところでございまして……。

○坂口委員 今、現実離れした話をしたかも分

からないですけれど、１億2,000万人で支えて

いった日本を、6,000万人、7,000万人で支えて

いかなきゃいけない時代は確実に来るんですよ

ね。そうしたときに、人を人が大切にしなかっ

たら、その中からどうしてもその中に入れない

人たち、排除されてしまう人たちが出てきてし

まうのではないか。そういった人を、１人もつ

くらないというような、まず大きい枠の中で物

事を進めていかないと、その場しのぎの産業政

策あるいは人口減少対策じゃ、むしろ長い時間

の間に逆効果を出すんじゃないかという懸念を

持っているんですよね。こんな突拍子もない話

をして申し訳ないけれども、僕は本気でそこを

心配しています。

○山下委員 大変難しい問題で、私が県議会議

員になってもう15年目になるんですが、その頃

の課題は医師不足だけだったんですよね。宮崎

県は医療が大変になってくるということで、そ

れが大きな課題だったと思うんですが。

もう今、全産業分野で人手不足ということで

すが、これはなぜかと言うと、団塊の世代が全

て70代以上になってきたこと、そして、なかな

か子供たちが産まれないというのが今の構造だ

ろうと思うんですよね。第２次ベビーブームが

みんな40代で、その後が続いてきていないんで

すよね。

それで、いろんな人口減少とともに、働き手

がないということで、今日までの我々の議会活

動の中でも、今まで宮崎県は、都会への人材供

給県であった。高卒、大卒もみんな県外に取ら

れてしまう。これは戦後、経済が復興してきた

東京、関西も、地方の労働力で支えてきた。い

まだにこれが続いているということを何とかし

なくちゃいけないよねということで、教育委員

会を通じて様々な取組をやっていただきました。

それで、解決策の見えない人口減少という大

きな問題がありますから、それを外国人労働者

に頼っている。今回の特別委員会の中でも議論

しますが、毎回この問題について特別委員会を

つくったり、常任委員会の中でも様々な議論を

したりしているんですよね。なかなか解決策が

見いだせないということで、今回は外国人材の

状況等についてテーマが絞られて、総合政策部

と商工観光労働部においでいただいて、外国人

材のこの資料を出していただきました。

私がちょっとこの資料を見て気になったのは、

外国人に頼らないといけない状況になって―

先ほど坂口委員がちょっと触れられましたけれ

ども、以前は中国の労働力が安いからといって、

いわゆる労働力となる研修生は中国からがほと

んどだったんですよね。中国の経済がどんどん

上がってきて、労働力の質も悪くなってきた。

民間からそういう声もかなり上がってきたんで

す。農村部の奥地から、言葉もなかなか通じな

い人たちが出てきたり、生活環境が大きく違っ

ていたり、問題が出てきた。

ということで、私もインドネシアの方がもう

ちょっと増えてきているかなと思ったんですが、

ベトナムの方が非常に多くなってきたんですね。

これは私たちもいろいろな現場に行くと、ベ

トナム人の人たちが、もう様々な角度におられ

ます。言葉の問題とか非常にしっかりと教育さ

れてきていますが、受入れ体制もしっかりして

いるだろうし、これだけ増えてきたんだなとい

う思いなんです。

心配するのが、このままいけばベトナムの後
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に、どこから頼ればいいのかなということを、

ちょっと私も懸念したんです。中国もかなり横

ばい、インドネシアもそんなに増えてこないん

ですよね、フィリピンも横ばいなんですが。

ただ、次のページの産業別の外国人労働者の

推移を見てみると、製造業関係がかなり増えて

きていましたよね。皆さん方も、立地企業でか

なり企業誘致をしてきました。私の都城でもそ

うなんですが、農業や２次、３次産業関係も、

もうほとんどこういう外国人に頼らないと人手

が集まらないということで、ベトナムを中心に

多くの方が働いておられます。

そのことで、更に地元の経済を活性化してい

こうというときに、今外国人というのが、ベト

ナムの次にネパールがちょっと期待できるかな

と思うんですが、皆さん方は外国人に頼ってい

く労働力を、どこまで見通しを立てられている

のかということを伺います。

○兒玉雇用労働政策課長 委員がおっしゃるよ

うに、外国人技能実習生につきましては、この

コロナ禍の中でも、毎年増えている状況にある

ところでございます。委員がおっしゃったよう

に、中国からどんどん減っていって、今一番多

いのがベトナムということで、中国が２番目で

はあるんですが、それから後はインドネシアと

いうような順序になっております。

外国人技能実習生につきましては、今後も恐

らくベトナムが当面多く続いていくとは思いま

すが、今おっしゃったネパールであるとか、イ

ンドネシアであるとか、そういった国々から来

られる方が、今後増えていくのかなと私どもと

しては思っているところでございます。

○山下委員 今の状況というのはよく分かるん

だけれども、県外に出ていった労働力をこっち

に吸収すること、これも大きな施策にしていか

ないと。

今日は外国人ですから、このテーマで絞った

議論になるだろうと思うんですが、実はこのコ

ロナ禍の中で、いろんな相談が来るんですよ。

都城の工業高校の電気科を卒業して、もう７

年ぐらい日野自動車の技術部に在籍していた人

がいたんです。それで、２年前に結婚して妊娠

もしているみたいですけれど、都城出身の奥さ

んだということで、実家に帰ってきたいと。子

育て環境から何からして、こっちで子育てもし

たい、という思いの中での、仕事の相談でした。

このコロナ禍の中で、都会にいる皆さんも迷っ

ておられる方が多いと思うんですよ。だから、

私がその方に申し上げたのも、宮崎の宝という

のは、空気もおいしいし、食べ物もおいしい、

人情味がある、子育て環境もすばらしいと。給

料が少々下がっても、兄弟がいたり、家族が近

くにいたりするということは、金で買えない環

境という、宝があるんですよ。

今日は総合政策部もお見えになっていますか

ら、その辺もしっかりと我々も議論しながら、

そういうことも踏まえて、宮崎のよさを理解し、

少しずつ地元に帰ってこられる環境をつくるこ

と、これが人材確保になると思うんです。

だから、外国人に頼って現場の仕事をしても

らうことも大事でしょうけれども、それ以上に、

県外に行っている優秀な人材を何とかこっちに

引き戻す、その環境をつくっていかないと、そ

れが一番だろうと思うんですよね。

その辺の相談も来ていますか。

○兒玉雇用労働政策課長 委員がおっしゃった

ように、このコロナ禍の中で、本県に戻ってき

たいという方の相談も、現在増えている状況に

あります。

高校生の県内就職の資料については、日頃、
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学校基本調査の資料を使っておりますけれども、

そちらは出るのが１年後ぐらいになってしまい

ますので、労働局のデータで言います。今年の

３月末時点で県内高校生の県内内定者の割合

は62.7％ということで、労働局の資料では過去

２番目に多かったというデータも出ているとこ

ろでございます。

我々としては、まず県内に残す、そして県外

に行った人を連れ戻す、県内に残っている人を

やめさせないようにする、外国人材も確保して

いく、そういったところが柱になってきます。

まず、大学生につきましては、県外大学生の

親に対しまして、県内の企業の情報等を、毎年

送らせていただいたりしております。また、東

京と大阪と福岡に、計４人ほどコーディネータ

ーを確保しておりまして、その人に例えば就職

支援協定を結んでいる大学に行ってもらって、

ミニ座談会を開いたりとか、そういったような

活動もやっております。

また、「ふるさと就職ナビ」を使ったり、就職

のほうのＵＩＪターンセンターを、宮崎、東京、

大阪、福岡に設置したりと、そういったところ

を活用しながら県内への回帰というのを進めて

いるところでございます。

今、コロナ禍の中で宮崎に帰っていきたいと

いった声が多く寄せられておりますので、それ

をぜひとも取り込んでいきたいと思っておりま

す。

○山下委員 私は都城市選出ですから都城から

の相談も多いんですが、防衛大学を出てＦ15の

パイロットで今30歳かな、去年結婚予定だった

のを、もう１年ぐらい延期されているんですが、

その方が帰ってきたんです。奥さんは東京の方

なんですが、Ｆ15のパイロットを辞めて、今年

の２月ぐらいから実家のシイタケ栽培を継ぐと

いうことで帰ってきました。

そしたら、埼玉出身のパイロットの後輩が、

１次産業に取り組みたいということで、一緒に

辞めて帰ってきて、そこで今シイタケづくりの

研究をやっているんです。

そういう想定外の気持ちに私もびっくりしま

した。宮崎の魅力としていろいろなことを、我

々がもうちょっと発信していく。そして経営者

も、そこに後継者が帰ってくるとか、また人材

が流れてくるんですよ。

だから、僕は彼のお父さんと、ちょっとこの

前もお話をしたのですが、若手の考え方が違う

と言われますよ。もうそれを我々が理解できな

いぐらい、次なるステップの考え方をしたいと

思っている。だから、そのことで相談が私にも

あったんですよ。いろんな人のつながりをつくっ

てあげて、そういう人たちの考え方を、どうやっ

てＰＲしていくか。パイロットまで辞めて帰っ

てきて、今から何を想定しているのか、その魅

力というのを私も聞きたい。

皆さん方は、そういう情報をどんどんキャッ

チして、やっぱり宮崎の基幹産業は農業ですか

ら、農業を中心とする情報発信というか、その

魅力の発信をまだまだ努力するべきじゃないか

なと思います。

よろしくお願いしたいと思います。

○兒玉雇用労働政策課長 情報発信は極めて大

事だと思っておりますので、今後ともＵＩＪタ

ーン、こちらに帰っていきたいという人の相談

に懇切丁寧に乗ってあげて、また、例えばヤン

グジョブサポートセンターなども活用して、例

えば適性診断とか、どういった職業に向いてい

るとか、そういったようなところもやっており

ますので、そこは丁寧に対応を進めてまいりた

いと思っております。
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○坂本委員 基本的なことを質問させていただ

きます。

まず、産業人材の育成確保について、資料１

ページに生産年齢人口を載せていただいていま

す。生産年齢人口という定義ですが、これは国

ごとに決められているものなので、言葉の定義

を変えるということではないんですけれども、

下は15歳からとなっていますけれども、今の高

校の進学率を考えると、県内の実態としての生

産年齢はもうちょっと上なのかなと思うのです。

特に上について、今ここでは64歳という位置づ

けになっていますが、高齢者雇用安定法が改正

されたり、いろいろと今後人手が不足していっ

たりする中では、高い年齢の方に期待をしてい

かなきゃいけないというような気がするんです。

今後政策に生かしていく際に、この実態として

の生産年齢人口の考え方、見直しが行われてい

るのか、いくのか、その辺の方向性を教えてく

ださい。

○甲斐産業政策課長 今のところ、統計上の名

称として、生産年齢人口とはこの年齢帯がそう

であるということで定義づけされております。

これとひもづいて、産業の年齢がどうだという

動きは、私はちょっと承知しておりません。

ただ、今高齢者の活躍というところについて

は、いろんな就業支援だとか、あと高齢者自身

がいろんな起業をされたりだとか、いろんな機

会は広がってきているとは感じております。

しかし、国としてここまでが産業人材である、

というところの動きは、私はちょっと承知して

おりません。

○坂本委員 すみません、ちょっと言い方が悪

かったかもしれません。あくまで実態としてと

いうか、今後人口減少に伴う産業人口の確保を

図っていく上で、一番中核となる年齢層という

か、その考え方なんですけれども、統計上の定

義された64歳まででは、多分間に合わないと思

うんです。

それで、その上の年齢について、県として、

例えばもうこれから先は70歳までをしっかり会

社、その他で活躍してもらう年齢層ということ

で位置づけて計画を組んでいくのか、そういっ

たことが大切なのではないかなと考えておりま

して。これまではそういう考え方は、おっしゃ

るとおりなかったのかもしれないんですけれど

も、今後の考え方として、ぜひ検討していくべ

きではないかなと思います。

その辺の考え方をちょっと教えていただけれ

ばと思います。

○横山商工観光労働部長 御指摘のとおり、高

齢者の方々もまだまだ元気で、60歳とか70歳で

も全然元気な方はたくさんいらっしゃいます。65

歳以上の高齢者の方々も、非常に大事な労働力

と言いましょうか、頑張っていただいている方

々ということで、私どもの事業の中でも、そう

いう方々が実際現場に参入できるようなサポー

トを行うための事業も、いろいろ取り組んでお

ります。

併せて、女性も含めて、これまではなかなか

現場で活躍いただけなかった方々も潜在的には

いらっしゃって、この方々にも頑張っていただ

けるような形を進めていくための取組も、既に

実施しております。

これはしっかりやっていかなければならない、

と思っております。

○坂口委員 六、七年になるかな。人口問題が

社会問題化してきた―いわゆる増田リポート

ですけれど、あのときの県総合政策部の判断と

して、65歳定年になったときの県民１人当たり

の所得というのは213万円。ところが、この定年
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後、半分の人が70歳まで仕事をしてくれれば227

万円という、生産性は下がるけれど所得は上が

る、というのをそのときに試算しているんです

よ。それを県の推進方針として、そのとき打ち

出しているんです。

だから、この生産年齢人口の仕分け方は、定

義の問題だからしようがないと思うんです。

しかし、実態としては70歳まで働く人が65歳

を過ぎて何％いて、それがこれだけ経済を底上

げしましたよということは、総合政策サイドも

商工サイドも持っておかないと、６年あるいは

７年になるので、僕はちょっとおかしいと僕は

思うんです。

あのとき、確か定年後50％の人が70歳まで働

いてくれるものなら、かなり生産性は下がるけ

れども、所得は上がっていくという試算でした

かね。

○兒玉雇用労働政策課長 すみません、給与等

のほうについてはちょっと分かりかねます。

どれぐらい働いているかという現状のデータ

でございますけれども、平成29年の10月１日現

在で就業構造基本調査というのをやっておりま

す。この中で65歳から69歳までが男性の場合

は56.0％働いています。これは、平成24年より

も6.8ポイント上昇しているというようなデータ

になっております。

また、女性につきましては42.0％が働いてお

られます。平成24年と比べますと、8.7ポイント

上昇しています。

70歳以上74歳未満までで申し上げますと、男

性で働いておられる方が38.5％です。これは、

平成24年に比べて7.0％上昇しています。

そして女性が25.7％となっておりまして、平

成24年よりも4.7ポイント上昇ということで、確

実に高齢者の方々の就職が進んできている状況

にはあるということでございます。

○坂口委員 では、データがないとおかしいん

です。県の重点施策として、それをちゃんと定

義づけてからそうなった。女性のはちょっと割

合を忘れたんですけれども、定年後と女性との

セットでしたね。そのための条件整備を進める

ということであったわけですね。だから、それ

が子育て支援だったり、いろんなサービスだっ

たりとなったんでしょうけれど。

さっき213万円や227万円と言ったけれど、こ

れは間違っているかも分からない、そんな前の

数字だから。

間違ったついでに訂正するけど、さっき１年

間のＩＬＯの過労死「74万5,000人」と言ったけ

れども「75万4,000人」でした。この場で訂正さ

せてもらいます。

○坂本委員 続けて、その下に県内事業者の人

手不足の状況があります。これは県内全体の数

字だと思いますが、市町村別で把握していらっ

しゃるのか教えてください。

○甲斐産業政策課長 これは、みやぎん経済研

究所のほうで取られている数字なんですけれど

も、268社からの回答で、回答率が44.7％の数字

になります。これは、多分市町村ごとにすると、

大分誤差が大きくなってしまうのかなと思いま

す。ちょっと市町村ごとのデータとしては把握

しておりません。産業ごとということで今回参

考までにお示ししたところでございます。

○坂本委員 ありがとうございます。今後、人

材不足に対してしっかり取り組んでいく上では、

地域性を当然加味していかないといけないかな

と思いますので、こういう民間の調査とは別に、

県独自で調査していただくとか、しっかり分析

を行っていただきたいと思います。

最後の質問になります。外国人材の状況につ
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いて、先ほど山下委員もおっしゃっていました

が、今現況ではベトナムからの労働者が一番多

い状況です。この技能実習生を仲介される業者

さんに、話を一度伺ったことがあるんですが、

ベトナムの技能実習生というのは国民性といい

ますか、人柄とかその特質で、かなり世界的に

も人気があるようです。特にヨーロッパのほう

でかなり引っ張られていて、今後これまでのよ

うに日本にはそんなに来ないんじゃないかと、

ちょっと危惧をされているという話を聞いたこ

とがあるんです。

労働力として宮崎に引っ張ってくる技能実習

生について、どこの国からと計画的に募集をさ

れているということではないんでしょうか。

○兒玉雇用労働政策課長 技能実習生でござい

ますけれども、これは完全に企業のほうが管理

団体のほうに、こういう人材が欲しいという話

をして、管理団体が直接―現地に自分の法人

を持っているところもありますし、外国人の送

り出し機関のほうと締結をして送り出している

事例もありますが、取り組んでおられます。

どこの国からどれだけ、というようなことは

ちょっと、なかなか分かりかねます。

ただ、ベトナムにつきましては、おっしゃる

とおり非常に人柄も真面目で、日本文化ともマッ

チをするというようなことで、非常に受け入れ

やすいということもあります。

ただ、現実にはちょっといろいろと言われて

おりますのが、送り出し機関のほうに問題があ

るところもあります。例えば技能実習生を送り

出すときに、手数料を70万円から100万円ぐらい

取っているとか、そういったような実態もある

と聞いております。

現在、国のほうで、それぞれの国と２国間の

協定を結んでいて、そういった送り出し機関に

ついての排除というのはやっているところです。

そういったところを是正していかないと、今

後、技能実習生が借金を抱えてやってくるとい

うような形になります。そういったところの是

正というのは、日本で受け入れるためには、必

要になってくるかなとは思っております。

○坂本委員 分かりました。

計画的な募集がなかなか難しいということで

あれば、先ほど申し上げましたように、ベトナ

ムから減ってくることも想定をして、今まで入っ

てこなかった国からの受入れも想定した準備を、

ぜひお願いしたいと思います。

○日髙陽一委員 いろんな外国人の方がたくさ

んいらっしゃる中で、外国人留学生というのは、

本当に日本に夢を持って来られているメンバー

ばっかりだと思うんです。その中で、日本の、

宮崎県の文化をある程度理解して生活をするの

ですが、その留学生の就職率というのは、どれ

ぐらいあるものなんでしょうか。

○兒玉雇用労働政策課長 ちょっと就職率とい

う観点では分かりかねるんですけれども、出入

国在留管理庁の集計でございますと、令和元年

に本県の企業への就職を目的として、28人の留

学生が在留資格の変更許可を受けている、と聞

いております。

それ以前の平成29年が11人、平成28年は29人

が、本県の企業への就職ということで、そういっ

た在留資格への変更を受けているようでござい

ます。

留学生の数については、令和２年の６月は652

人が県内の大学等におられたと聞いております。

前年の令和元年の12月で834人ということでした

ので、コロナ禍の影響があるのかなと思ってい

るところです。

○日髙陽一委員 このマッチングの審議も重要
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ですし、今から就職を考えている、もちろん高

校生もそうですけれども、そういう子たちに関

わる人たちには、本当に重要になってくるので

はないかと思っております。

先日、ちょっと高校生の親御さんにお話を聞

いたんですけれども、就職説明会の中で、全国

の大手の企業が来られて、高校生に向けて、あ

なたたちの未来はここに入ることによって、こ

ういうふうな未来があって、こういうふうな感

じで、と夢を語られたということです。

その後に宮崎県の企業が説明したんですけれ

ども、うちは創業何年で、資産が幾つあってと、

企業の自慢話しかしないそうです。

高校生なんかまだ、これから社会人になるの

でそういう知識が全くないんですが、魅力は感

じないということでした。

先ほども坂口先生も山下先生もおっしゃって

いましたけれども、子供たちにこの宮崎の魅力

をいかに伝えるかが大きいと思いますので、ぜ

ひそこにも力を入れていただきたいなと思いま

す。

○兒玉雇用労働政策課長 日髙陽一委員が言わ

れたとおり、企業の魅力を発信するのには、経

営者が伝えるよりも、実際にその企業に働いて

いる年齢層が近い若者が、うちの企業はこうい

う企業だよ、というところを伝えることが親近

感も湧くし、どんどん質問も出るし、非常に有

意義なものになるんじゃないかなと思っており

ます。

最近、うちのほうでも、就職説明会について

対面でなかなかできず、オンラインの部分もあっ

たりします。そういったところで、各企業のほ

うも工夫をして、そういった若手を送り込んで、

そして説明して、司会の方がうまくフォローし

てくれてというような形で、その辺もかなり改

善が進んできたものと思っております。

○日髙陽一委員 本当におっしゃるとおりだと

思います。全国でもいろんな企業がＴｉｋ Ｔｏ

ｋだったりツイッターだったりとかを利用して、

就職をあっせんする努力をされています。その

時代に沿った企業努力を是非していただくよう

に、お伝えしていただきたいと思います。お願

いします。

○坂口委員 やっぱり今のとおりだと思うんで

すね。

ただ、それは企業の人を確保するという人材

確保、企業のバックアップという部分ですよね。

同時に、今新型コロナウイルスの感染拡大とい

うものがあって、特にそれが高まる。それはそ

れで、その中で精いっぱい人材確保をやるべき

だと思うんです。行政が忘れちゃならんのは、

新型コロナウイルスの感染拡大がなくなっても、

やっぱりそういう状態なので、そういう条件を

つくり上げるということだと思います。

10年先、20年先、その人が自分の人生を総括

したときに、宮崎県でよかった、というものが

ないと、新型コロナウイルスの感染拡大が終わっ

たらまた東京に出ようとかなる。こんなはずじゃ

なかった、となるのでは、これは人を不幸にさ

せるばっかりです。そこは水面下で地道な部分

だけれど、それが行政の、果たすべき一番の役

割だと思います。

言い換えると、新型コロナウイルスの感染拡

大があろうとなかろうと、次は首都直下型地震

に対しての恐怖というものが、また人を田舎志

向にさせるかも分からない。何があろうとも、

宮崎県を選んでいただけるんだということと、10

年後、20年後になって、宮崎県を選んだことが

正解だったと思わせないと。

途中で子供を連れてまた東京へ行こうとか、
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出稼ぎにいかなきゃどうしようもないなんて、

こういう道に導くことは、それは行政としては

やっちゃいかん。来たからには責任を持つぞと、

その手立てをしっかりやらないと。

その一つというのは、これから宮崎の魅力を

高めるためにも、道路と、生活そのものに係る

全てのインフラが遅れていますので、もうちょっ

とやっぱり便利がいいなとか、もうちょっと自

分の余暇を楽しめるという、そういった生活イ

ンフラというものに対し、不満を持つ時代が、

今のままじゃ来ると僕は思うんです。それじゃ

駄目だと思うんです。

だから、行政はもうちょっとしっかりした地

道なものが、より今以上に必要かと。今テレビ

で人を引っ張ることも必要ですよ、行政も一緒

になって。それは行政としての責任の一部であっ

て、もうちょっと大きいものが見えてこないと

駄目だ。今回の中期計画を策定するに当たって、

将来計画の中にそれも組み入れてほしいと思う

んですね。そこのところがどうも見えない。

来た人たちが10年後、もっと宮崎にやっぱり

魅力を感じたぞと思わせるために、宮崎をどう

整備していくのかというのが見えない。これは

間違ったら、途中でまた行き先を探すなんて、

人を不幸に導くばかりですよ。

忘れちゃいけないのは、企業がどうであれ何

であれ、これから先の働き方がどうなるのであ

れ、人の命に勝るだけの価値ある仕事というの

はないということですね。それを基本に行政が

やっていかないと間違うと思う。人を不幸にし

ちゃいかんと思うんです。

○兒玉雇用労働政策課長 ちょっと当課のほう

で生活インフラについてはお答えできかねます

けれども、県内にせっかく勤めていただいた方

々に対して当課のほうでしていくことは、つな

ぎ止めていくことだと思います。

給与面では都会よりもはっきり言って劣りま

す。しかしながら、この企業に勤めてよかった、

幸せだと感じられるような、そういった県内企

業を育てていかないといけないというのが、当

課の使命だと思っております。

うちのほうで働きやすい職場の認証制度、「ひ

なたの極」事業というのもやっております。25

項目ほど項目がございまして、85％以上の項目

に該当しないと認証しない、というような制度

です。

その認証に通ったところが、昨年度末で32社

ございます。そういったところについては、う

ちのほうも、例えば就職説明会に優先的に参加

をしていただくとか、そういうインセンティブ

をつけていたりしているところです。

企業が、なぜ「ひなたの極」を取ろうと思わ

れたかという動機を伺うと、自分のところが人

を大事にする企業だよ、ということを発信して、

その上で人の確保もやっていきたいということ

でした。

当課ができることは、そういったところかな

と思っておりますけれど、今後とも引き続き全

力を挙げてやってまいりたいと思っております。

○坂口委員 雇用労働政策の面ではそうだと思

うんですね。

しかしながら、それは企業が、しかも営利と

いうことを目的にせざるを得ないことじゃない

かと。株主に対しても経営責任があるし。その

中でやるところは限界があって、もっと大きい

部分というのについて、行政でやらなきゃいけ

ないものがたくさんありますよ、ということを

言っている。

何も労働政策の範囲内での社員を大事にする

というんじゃなくて、生活そのものがやっぱり



- 23 -

令和３年５月17日（月曜日）

宮崎の生活はいいよなと言える、そういったイ

ンフラというのは、物すごく不足していますよ

ということです。これ以上言わないけれど、そ

ういうことなんです。

○前屋敷委員 最初に、資料のところでちょっ

と御説明だけお願いします。４ページの外国人

雇用事務所数の推移という表があるんですが、

これは宮崎労働局の資料のようなんですけれど、

事務所数というのは、単純に企業数というふう

に捉えていいんですかね。

○兒玉雇用労働政策課長 企業数ではなくて事

業所の数ということで、例えば企業で複数事業

所があれば、その事業所の数のカウントという

ことでございます。

○前屋敷委員 その上の表でいくと、建設業あ

たりは事業所でカウントされるんでしょうけれ

ど、農業だとか漁業だとかいうのは、農家１戸

が事業所１戸のカウントでいいんでしょうか。

○兒玉雇用労働政策課長 農業の部分でもいろ

いろな受け入れ方があると思います。例えば法

人で受け入れている場合もあるでしょうし、個

人の農家で受け入れられているところもあると

思いますけれども、個人の農家であれば、その

１戸の数ということになると思います。

○前屋敷委員 分かりました。

今、外国人の方々の労働力に頼るという部分

がかなり増えてきているというのは、県内でも

実態があります。その中でも技能実習生の方々

については、国の施策であるということも一つ

あるんですが、その実態など、県としてどの程

度把握されるのか。

人権が保障されなかったり、労働に見合う対

価が得られなかったりとか、そういう話をもろ

もろ聞くんですよね。そういった意味では、私

どももそういう実態をしっかり把握するという

ことが大事ですし、外国から来ていただいてい

る方々の安心できる仕事というのも保障されな

いといけないというのもあります。

その辺の実態把握について、この委員会でも

十分にしていく必要があり、これも県としての

仕事だなと思いますが、その辺はいかがですか。

○兒玉雇用労働政策課長 外国人技能実習生を

雇用する事業所に対する平成31年、令和元年の

監督指導、送検等の状況について、昨年の10月

に厚生労働省がプレスリリースをしております。

それによりますと、監督指導を実施した事業所

が9,455か所ありまして、その中の71.9％に当た

る6,796事業所で労働基準監督法令の違反があっ

たということです。そして、その中で悪質な労

働基準監督法令違反によって送検したのが、34

件というようなデータが出ております。

これは外国人技能実習生がいる事業所の違反

ということで、日本人労働者に対する違反も含

まれるんですが、全国的にはそういった状況で

ございます。

本県につきましても、労働局のほうに、宮崎

県の状況をお尋ねをしたんですが、県個別のデ

ータについては非公表という扱いということで

した。しかしながら、本県においても、全国の

状況とほぼ同じような状況にはあります、とい

うお話がありました。

そして、県内での悪質な事案ということで、

令和元年に外国人技能実習生に違法な時間外を

行わせて、そして割増賃金を支払っていなかっ

たということで、経営者が書類送検され、プレ

スリリースをされている事例が１件あると伺っ

ています。

○前屋敷委員 ありがとうございます。

これまで耳にした点では、好意を持って日本

に来られるという方々が非常に多い。しかし、
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日本を去る場合には反感的な、そういう感情を

持って日本を去られるという方々もかなりいる

というのを聞いて、非常に胸が痛かったんです。

そういう状況を、どれだけ解消して働いていた

だくかという、条件整備というのが大事だなと

思っています。その辺のところも今後も、県で

できる限界もあろうかと思うんですけれども、

また一緒になって改善を図るための努力も必要

かなと思っています。

○兒玉雇用労働政策課長 前屋敷委員が言われ

るとおりで、宮崎に来ていただいた技能実習生

の方には、いい思い出を持って本国に帰ってき

ていただきたいと思います。そして、技術移転

をきちんとしていただきたいと思っているとこ

ろでございます。

新聞報道等されておりますけれども、中には

そういう事例ももちろんあると伺っております

が、きちんとした管理団体、実習企業も受入れ

をしっかりしています。そういった事業所につ

いては、国も管理団体、実習先について厳しく

指導している。場合によっては、罰則を科して

いくというような事例もありますし、本県のほ

うも実態についてはきちんと把握するなりして

いきたいと考えております。

○前屋敷委員 この委員会では、いかに人材確

保をするかというのがテーマなんですが、確か

に経済や産業の発展、それから活性化のために

は、安定した人材確保が必要だということは、

もちろんのことです。

一方、働く側にとっては、労働というのは生

活の糧ですから。そのためには、自分にも生き

がいを持ち、働きがいを持って、安定した労働

条件の下に仕事をしていくというものが担保さ

れないと、なかなか仕事を持続させていくとい

うことも、ままならない部分もあるんじゃない

かなと思います。

そういった意味では、都会で働いても、地方

で働いても、同じ程度の生活がしっかり保障さ

れるか、という点では、賃金の格差はもう歴然

としてあります。そういう問題も加味しながら、

そこは国の施策と一体となって進めていかない

と、県だけでどうにかなるというもんでもあり

ません。

そういった課題については、これからもいろ

いろ試行錯誤もしながら、いろんな提言も国に

もしながら、そういう改善に向けて努力が必要

かなと思っていますので、よろしくお願いした

いと思います。

○田口委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、ないようですので、

これで終了いたします。執行部の皆さんは御退

席いただいて結構です。どうもありがとうござ

いました。

暫時休憩いたします。

午前11時42分休憩

午前11時44分再開

○田口委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

まず、先日開催されました委員長会議の結果

につきましては、先日の常任委員会で資料の配

付がありましたので、説明は省略させていただ

きます。御協力をよろしくお願いいたします。

それでは、協議事項１の「委員会の調査事項

について」であります。

お手元に配付の資料１を御覧ください。

１の当委員会の設置目的につきましては、さ

きの臨時会で議決されたところでございますが、

２の調査事項は、本日の初委員会で正式に決定
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することになっております。

調査事項は、今後１年間の活動方針を決める

重要な事項であります。特別委員会の調査活動

は、実質６回程度しかございません。有効な提

言を行うためにも、少し時間を取って御議論い

ただきたいと思います。

なお、資料１の２に記載している調査事項は、

特別委員会の設置を検討する際に各会派から提

案された調査事項を参考として記載しておりま

す。

ここで、矢印下の正副委員長調整案を御覧く

ださい。

この調整案は、正副委員長で協議の上、当委

員会の設置目的に合わせ、一部内容を整理、ま

た、働き方改革に関する事項を追加したものを

案として掲載しております。

この調整案を含め、調査事項につきまして、

委員の皆様から御意見がありましたらお伺いい

たします。

○井本委員 働き方改革は、何のための働き方

改革かと言うと、基本的に労働生産性を高める

ためにあったのに、今は何か労働時間ばっかり

どうのこうのいう人が多くて。だから、何で生

産性が落ちたのかという、その辺を私たちがはっ

きり分からないと、問題をはっきりとつかむこ

とができないのではないのかという気がするん

だけれどね。

○日高博之委員 働き方改革の中に労働生産性

を上げるという……

○井本委員 その中に入ってたら、それでもい

いんだけれどね。

○日高博之委員 働き方改革と生産性の向上は、

自分の認識の中ではイコールと思っているんで

すよ。

○井本委員 それでいいんだけれどね。その中

に入っています、というならね。

○田口委員長 暫時休憩します。

午前11時47分休憩

午前11時52分再開

○田口委員長 それでは、再開いたします。

各会派からの要望を整理した事項は、いずれ

も重要な事項と思っております。

また、当委員会の設置目的にもあるとおり、

働き方改革に関する事項も含めたいと考えてお

りますので、調査項目は正副委員長調整案のと

おり、１、産業人材確保のための施策に関する

こと、２、外国人材の受入れ・雇用・活用に関

すること、３、働き方改革の実現に向けた施策

・取組に関すること、４、雇用における男女共

同参画に関することとし、それぞれ重点的に調

査を進めたいと思いますが、御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、そのように決定いた

しました。

次に、協議事項２の委員会の「調査活動方針

・計画について」であります。

資料１を御覧ください。

活動方針（案）につきましては、資料１の３

に記載のとおりであります。

活動計画（案）につきましては、資料２を御

覧ください。

これにつきましては、議会日程や委員長会議

の結果を考慮して作成しておりますが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響で、特に、７・８月

の県内調査、10月の県外調査について、このと

おり開催すべきかどうか検討が必要かと思いま

す。

つきましては、この活動計画（案）を基本と
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しながらも、その都度、委員の皆様には御相談

申し上げながら、また、他の常任委員会、特別

委員会とも調整をしながら、調査活動を進めて

まいりたいと考えております。何か御意見があ

りましたら、お願いいたします。

○井本委員 それこそ、新型コロナウイルスの

感染拡大で行けないし、現場を見るということ

はなかなかできないでしょう。

なので、我々がもうちょっとそういう知見を

持った人―専門家の話を聞くということが、

あってもいいと思います。

それは、常任委員会でなかなかないからね。

こういう新型コロナウイルスの感染拡大の状況

もあるし、そういうプロの人というか、エキス

パートの人というか、その辺の話を聞く場を設

けてもいいんじゃないかなと。

○田口委員長 今後の状況を見ながら、そうい

うことも当然考えていかなければならないと

思っております。

○井本委員 よろしくお願いします。

○田口委員長 それでは、皆様の御意見を踏ま

えながら、この調査活動計画（案）を基本に、

今後１年間の調査活動を実施していくことにし

たいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、そのように決定しま

した。

協議事項３の県内調査についてであります。

再び、資料２を御覧ください。

７月27日から28日の県南地区、８月25日から26

日の県北地区の県内調査を計画しております。

ただ、先ほど申し上げましたとおり、このとお

り実施できるかどうかは状況を見ていく必要が

あるところですが、このとおりの実施ともなり

ますと相手先との調整が必要であり、あまり時

間もないことから、現時点で委員の皆様の御意

見をお聞かせいただき、準備をさせていただき

たいと考えております。

先ほど協議いただきました調査事項を踏まえ

まして、県南調査、県北調査の調査先について

御意見がありましたらお願いいたします。

○坂口委員 ワクチン接種が終わってからとな

ると、安全性がかなり高まると思います。

ワクチン接種との時間の調整が７月いっぱい

かかるというのなら、今後の推移を見ながらと

いうことで、流動的に調整されたらどうでしょ

うか。

正副委員長に一任しておいたほうがいいかな、

という気はします。

○田口委員長 先ほど申し上げましたように、

状況を見ながら、いろんな形で進めてまいりた

いと思っております。

それでは、よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 御意見や御要望がないようです

ので、県内調査先の選定につきましては、正副

委員長に御一任いただきたいと存じますが、よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、正副委員長で準備を

進めさせていただきます。

次に、協議事項４の次回委員会についてであ

ります。

先ほど御協議いただいた調査事項を踏まえま

して、次回委員会での執行部への説明資料要求

について、何か御意見や御要望はありませんか。

○日高博之委員 今日、坂口委員が言った、県

の人口動態に、私も興味があります。

あと、国ごとの労働者がどういった職業に就

いているか、という統計も伺いたい。
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○田口委員長 分かりました。

ほかにありますか。よろしいですか。

○山下委員 さっきもちょっと出たんですが、

高卒者、大卒者の地元定着が、どのように変化

しつつあるのか、そういうデータもあれば、

ちょっと出していただきたい。

○田口委員長 地元にどれぐらい残ったかとい

う推移ですね。高卒だけでいいですか。

○山下委員 高卒と大卒です。

○田口委員長 分かりました。

ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、ただいまの日高博之

委員、山下委員の御意見などを参考にいたしま

して、次回以降の委員会の説明資料等を要求し

たいと思います。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 最後に、協議事項５の「その他」

で、委員の皆様から何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 分かりました。

それでは、次回の委員会は、６月定例会中の

６月28日月曜日、午前10時からを予定しており

ますので、よろしくお願いいたします。

以上で、本日の委員会を閉会いたします。お

疲れさまでした。

午前11時59分閉会
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